
 
 

 

一 

 
 

 

国
家
公
務
員
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案 

 

国
家
公
務
員
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
二
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

附
則
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。 

第
十
八
条 

第
百
八
条
の
六
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
国
家
公
務
員
の
労
働
関
係
の
実
態
に
か
ん
が
み
、
労
働
関
係
の
適 

 

正
化
を
促
進
し
、
も
つ
て
公
務
の
能
率
的
な
運
営
に
資
す
る
た
め
、
当
分
の
間
、
同
条
第
三
項
中
「
五
年
」
と
あ
る
の
は
、 

 

「
七
年
以
下
の
範
囲
内
で
人
事
院
規
則
で
定
め
る
期
間
」
と
す
る
。 

 
 

 

附 

則 

 

こ
の
法
律
は
、
平
成
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 





 
 

 

三 

 
 
 
 
 

理 

由 

 

国
家
公
務
員
の
労
働
関
係
の
実
態
に
か
ん
が
み
、
労
働
関
係
の
適
正
化
を
促
進
し
、
も
っ
て
公
務
の
能
率
的
な
運
営
に
資
す

る
た
め
、
当
分
の
間
、
職
員
が
職
員
団
体
の
役
員
と
し
て
専
ら
従
事
す
る
こ
と
が
で
き
る
期
間
の
上
限
を
七
年
以
下
の
範
囲
内

で
人
事
院
規
則
で
定
め
る
期
間
と
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。 


